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 ここでは，コミュニュケーション施策として実施された我が国における MM の展開を研
究活動，行政施策の両面から整理することとする 10）．
 まず，研究活動の側面について見ると，MM の基本的な技術の一つである TFP が我が国
で最初に紹介されたのは，1998 年の原田・牧村によって報告された文献 9 とされている．









れており，TFP は TDM の一つの技術として認識されることが多かった．
 こうした初期の実験的な「交通行動変容施策」の成功を受けて，2001 年に国際交通安全
学会（IATSS）の助成を受け，態度行動変容の基礎研究と事例研究が進められ，その後，
2003 年からは土木学会内に態度行動変容研究 WG が設置され，さらなる事例研究が蓄積さ
れることとなった．















に向けた調査手法の一つとして MM が位置づけられるなど，「都市行政」として MM 施策
が位置づけられ始めている 11）．
 このように研究活動として 1999 年に小規模のパイロットテストからスタートした MM
が徐々に道路行政，都市行政施策として認知されるようになり，各地で TFP を中心とした






















れまでに JCOMM にて報告されている国内における MM の代表的な取組を整理する．
8 
2.3.1. 居住者を対象としたモビリティ・マネジメント
 道路行政事業として国道事務所が主体となり居住者 MM が展開された事例として，福岡










ケーション後約 2 月後と，約 8 ヶ月後の二回にわたり交通行動の変化を調査した結果，直
後においても，また，半年以上が経過した時点でも，自動車の利用時間が，割合にして２
割強，時間にして一日あたり 10 分以上減少したという効果が報告されている．




TFP である．例えば，2002 年から 2003 年にかけて兵庫県川西市・猪名川町では，ニュー
タウンの住民約 700 人を対象として，郵送形式の TFP を実施し，自動車利用時間が 36 分
（29%）減少という効果が確認されている 15）．
2.3.2. 学校を対象としたモビリティ・マネジメント
 学校を対象とした MM の事例として，島田等は静岡県富士南小学校における総合的な学
習の時間の枠組みの中で実施されたバス交通に関する授業の内容とその効果，実施上の留
意点をまとめている 16）．富士南小学校では 6 年生の修学旅行で公共交通を利用するため，






















 職場を対象とした MM の事例として，京都府宇治市では 2005 年に渋滞緩和と公共交通
の利用促進を目的として，商工会議所に登録されている宇治地域全ての事業所の従業員 4，





帯の定期外利用者が 1 年後でも 4 割増加し，ピーク時の道路混雑が緩和していることが実
態調査から明らかとなった．
 この他，交通運用改善と合わせた職場 MM の代表的な事例としては，2005 年～2006 年




























進んでいない 4 点，すなわち①職場 MM における「面談形式」の通勤手段変容プログラム
の有効性の検証，②「マスメディア」による大規模コミュニュケーションの有効性及び
MM 施策の費用便益分析の提案，③「観光 MM」の有効性の検証，④MM がまちなかの賑
わいに及ぼす影響の検証を行う．


















図 3-1 職場 MM における個人的プログラムと組織的プログラム
 さて，「組織的プログラム」の代表例としては，英国で 1990 年代半ば，一部の自治体や
NPO などにより実施されたプロジェクトを皮切りとして，現在は交通省の予算を獲得し



































 本章の構成としては，まず 3.2 において，企業 A 社が取組に至るまでの背景について述
べる．ついで 3.3 では，企業 A 社が取組むこととなった「面談形式」の通勤手段変容プロ













 さて，企業 A 社（従業員数約 150 名）が立地する京都市南区の久世工業団地及びその周
辺においては最寄りの鉄道駅への路線バスがなく，公共交通サービスが希薄であることか
ら，A 社を含む 3 企業が単独の送迎バスを運行していた．同地域における通勤状況として
13 
共同送迎バスの試験運行に先駆けて 23 社 1，559 名を対象に実施したアンケート調査（回
収数 651，回収率 41．8％，内 A 社 116，回収率約 8 割）によると，企業 A 社の自動車分
担率は 41.4%と，周辺企業の平均（51.8%）よりも約 1 割低くなっている（図-1）．





ついては，事務所から自宅まで 1km 以上であれば，徒歩でも 1,000 円／月，自転車では 1，
500 円／月の通勤手当が支給される（表  3-1） ．
図 3-2 企業 A 社及び周辺企業の通勤手段
表 3-1 企業 A 社における通勤手当制度
通勤手段
通勤距離




公共交通  6 ヶ月定期代
徒歩  1,000 円／月





























3.2.3. 交通面談実施に至るまでの職場交通 MM の取組














 さて，この検討会議での具体的な諸議論を経て，2006 年度には 1 ヶ月間の共同送迎バス




















 以上に述べた取組と並行して，企業 A 社においては「職場交通プラン」の作成を試行し
ていた．ここに「職場交通プラン」とは欧米諸国で作成・実行が法律で義務づけられてい





























けである．ついては企業 A 社では，交通の専門家であるコンサルタントと 1 対 1 の「面談
形式」の通勤手段変容プログラムを実施することとした．なお，この企業 A 社では，4 月






















 呼びかけ文及び面談票は自動車通勤者 60 名に配布され，23 名（回収率 38.3％）から返





















































































































 面談の参加者は「通勤面談票」にて面談の参加意向を表明した自動車通勤者 13 名である.
場所は企業Ａ社の小会議室を借り，業務時間内（13:30～ 16:00）に実施した .そのため，2
ブースに分けて面談者 2 名が平行して実施することにより効率化を図った（図 3-12）．ま






































































































































































この本の著者，疋田智さん（38 歳）は，東京の荒川区から赤坂（著者は TBS の











































































 面談の参加者 13 名を対象として，面談実施日から 4 日後に面談に対する評価や，面談後
の行動，意識の変化等について，事後アンケート調査を実施した．その結果，13 名中 9 名
から回答が得られた．
 まず，面談の評価としては，「面談者の話」に対して 9 名中 6 名が「わかりやすかった」，
「面談の感想」として 9 名中 4 名が「やや良かった」と回答していることから概ね良好な








に取り組んでみた」回答者がそれぞれ 1 名ずついたことも示された（図 3-16）．特に前者
の回答者については，自由記述において，「40%以上バス or 電車で通勤しています．通勤
方法を手帳に記録しています」という回答も得られている．その他，「クルマを使わない通
勤ができるかどうか具体的に考えてみた」という回答者も 1 名おり（図 3-16），また「実
際に，通勤手段を変えてみようと思いましたか？」という問いに対して「ややそう思った」





























































 12 月より 40％以上バス or 電車で通勤している．通勤方法を手帳に記録
している．
E  配布された資料に目を通した 面談のことを家族・友人・同僚等に話した
F  配布された資料に目を通した



































































































 そこで，本章では，京都市及び周辺地域に約 51 万部配布される新聞記事を活用して展開
された大規模コミュニケーション施策に基づき，その有効性を検証する．






















中央，東南の 3 地域に計約 51 万部を無料配布しているダブロイド紙である．配布エリアを
41 
図 4-1 に，表 4-1 に本調査で実施したプロジェクト全体のフローを示す．まず，大規模な
MM を実施する上での導入となる調査として，地域のオピニオンリーダー的役割を担って
いる傾向が一定程度存在するものと想定される「リビング京都」の配布を担当している「リ
ビングレディ」550 名を対象に導入的 TFP を実施し，「リビング京都」にて「かしこいクル
マの使い方」を呼びかけるメッセージと，リビングレディの取組内容および結果を掲載し，
読者の態度・行動変容を図るとともに，記事において TFP 参加応募読者を募集し，応募者













回答者へのフィー ドバック 「リビング京都」への記事掲載 
 TFP参加応募読者  
↓













4.2.2.  リビングレディを対象とした導入的 TFP 







ら 16.3（回／月）と約 2 割，週に 5 回以上クルマを利用している被験者（n=45）で一人あ
たり 52.8（回／月）から 37.6（回／月）と約 3 割減少していることが確認された．
4.2.3. 「リビング京都」の読者を対象とした紙面コミュニケーション
（1） 「リビング京都」の紙面における記事掲載




























 そして，下段において，「ふだんクルマを使っている読者 2 万人の参加者募集」と題して，
プロジェクトの具体的な内容を STEP 1 から STEP 3 までの 3 段階に分けて明確に説明し，
読者への参加を呼びかけた．まず，STEP 1 では「まずは，ハガキで『お申込』ください．」，
次に STEP 2 として「お手元に『クルマの使い方・見直しキット』をお届けまします．」，













































































































































図 4-4 記事掲載 2 回目
47 
図 4-5 記事掲載 3 回目
48 
（3） コミュニケーション・アンケート
 以上のコミュニケーションにより，最終的な TFP 参加応募読者は 1,824 人であった．こ
のうち 91.1%は第 1 回目の紙面掲載による応募であった．そして，住所等が不明な人を除
いた 1,815 人に対して，2.1 にて述べたリビングレディを対象としたコミュニケーション・
アンケートと同様のアンケートを実施した．以下に配布物の概要を述べる．
① 挨拶状
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度数 (%) 度数 (%) 度数 (%)
リビング京都中央 160,570 (31.7) 24,340 (27.4) 1,700 (34.0)
北区 30,860 (6.1) 6,760 (7.6) 300 (6.0)
上京区 21,645 (4.3) 3,300 (3.7) 200 (4.0)
中京区 26,810 (5.3) 4,760 (5.4) 300 (6.0)
下京区 17,520 (3.5) 1,115 (1.3) 200 (4.0)
左京区 38,390 (7.6) 4,350 (4.9) 400 (8.0)
南区 21,015 (4.2) 2,330 (2.6) 200 (4.0)
東山区 4,330 (0.9) 1,725 (1.9) 100 (2.0)
リビング京都西南 152,650 (30.2) 30,265 (34.1) 1,600 (32.0)
右京区 52,875 (10.4) 8,910 (10.0) 500 (10.0)
南区 5,905 (1.2) 2,025 (2.3) 100 (2.0)
西京区 41,665 (8.2) 7,700 (8.7) 400 (8.0)
向日市 16,965 (3.4) 1,595 (1.8) 200 (4.0)
長岡京市 22,580 (4.5) 2,510 (2.8) 200 (4.0)
乙訓郡大山崎町 4,535 (0.9) 2,480 (2.8) 100 (2.0)
伏見区 8,125 (1.6) 5,045 (5.7) 100 (2.0)
リビング京都東南 192,885 (38.1) 34,070 (38.4) 1,700 (34.0)
伏見区 70,055 (13.8) 11,095 (12.5) 500 (10.0)
山科区 40,860 (8.1) 4,265 (4.8) 400 (8.0)
宇治市 56,085 (11.1) 11,080 (12.5) 500 (10.0)
城陽市 22,795 (4.5) 4,275 (4.8) 200 (4.0)
久世郡久御山町 3,090 (0.6) 3,355 (3.8) 100 (2.0)











表 4-3 TFP 非参加読者の記事の接触記憶度による分類

記事への接触記憶度についての設問の回答  n （%）

 「読んでいない」 433 （29.2） 
 「全く，記憶にない」 290 （19.5） 
 「あったような気がするが，内容は覚えていない」 548 （36.9） 
 「内容についても，何となく覚えている」 146 （9.8） 
 「よく覚えている」 44 （3.0） 
 未記入 24 （1.6） 

 合計 1,485 （100.0）

図 4-14 行動変化の自己申告値
 次に，記事への接触記憶度別に記事掲載から約 3 ヶ月後の「普段の交通手段」について
の回答結果から「一人一ヶ月あたりのクルマ利用時間（分）」を比較した．分析にあたり，
クルマ利用時間については，平日・休日別に 1 日の平均利用時間の回答を要請していたた




 図 4-15 より，記事について幾ばくかでも記憶している被験者のクルマ利用時間は，記
事を「読んでいない」と回答した被験者と比較して 12%～25%程度短いことが分かる．特
に「よく覚えている人」のクルマ利用時間との差が大きいことから記事によってクルマ利
































記事の記憶 N M SD t値 自由度 P（片側）
読んでいない 412.00 44.37 45.72 1.29 547.00 0.099
何となく覚えている 137.00 38.87 34.36 ＊
記事の記憶 N M SD t値 自由度 P（片側）
読んでいない 412.00 44.37 45.72 1.46 447.00 0.072



















ための心理実験において標準的に採用される Only Post Test Control 法（事後対統制群比較








となく覚えている」に反応した被験者を 1，それ以外を 0 とするダミー変数（以下「何と











行動の変化の自己申告 N M SD t値 自由度 P（両側）
全く変わらなかった 85.00 12.59 9.46 1.83 88.00 0.071
大きく変わった 5.00 4.80 3.35 ＊
行動の変化の自己申告 N M SD t値 自由度 P（両側）
全く変わらなかった 85.00 12.59 9.46 1.90 148.00 0.059
変わった 65.00 9.68 9.08 ＊
61 










B b t値 p (片側)
(定数) 5.03 8.98 0.0000
「何となく覚えている」ﾀﾞﾐｰ -0.59 -0.03 -0.79 0.2140
「よく覚えている」ﾀﾞﾐｰ 2.40 0.08 1.94 0.0263 **
男性ﾀﾞﾐｰ 1.16 0.08 1.81 0.0350 **
R 0.1179
R 2^ 0.0139
(定数) 13.63 17.68 0.0000
「何となく覚えている」ﾀﾞﾐｰ -1.95 -0.08 -1.89 0.0297 **
「よく覚えている」ﾀﾞﾐｰ -3.79 -0.09 -2.21 0.0136 **
男性ﾀﾞﾐｰ 1.54 0.07 1.74 0.0415 **
R 0.1403
R 2^ 0.0197
(定数) 1.54 3.11 0.0010
「何となく覚えている」ﾀﾞﾐｰ 1.05 0.07 1.58 0.0568 *
「よく覚えている」ﾀﾞﾐｰ 2.60 0.10 2.33 0.0100 **
男性ﾀﾞﾐｰ 0.63 0.05 1.11 0.1341
R 0.1144
R 2^ 0.0131
(定数) 13.24 16.75 0.0000
「何となく覚えている」ﾀﾞﾐｰ 2.08 0.08 1.95 0.0256 **
「よく覚えている」ﾀﾞﾐｰ 3.10 0.07 1.77 0.0387 **
男性ﾀﾞﾐｰ -4.44 -0.20 -4.89 0.0000 **
R 0.2324
R 2^ 0.0540
(定数) 33.52 10.63 0.0000
「何となく覚えている」ﾀﾞﾐｰ -2.60 -0.03 -0.62 0.2682
「よく覚えている」ﾀﾞﾐｰ -9.29 -0.05 -1.29 0.0983 *
男性ﾀﾞﾐｰ 16.60 0.19 4.60 0.0000 **
R 0.2021
R 2^ 0.0408
(定数) 12.05 10.07 0.0000
「何となく覚えている」ﾀﾞﾐｰ 6.93 0.18 4.35 0.0000 **
「よく覚えている」ﾀﾞﾐｰ 2.13 0.03 0.78 0.2179
男性ﾀﾞﾐｰ -4.80 -0.14 -3.50 0.0002 **
R 0.2397
R 2^ 0.0575
(定数) 28.14 12.77 0.0000
「何となく覚えている」ﾀﾞﾐｰ 7.66 0.11 2.64 0.0043 **
「よく覚えている」ﾀﾞﾐｰ 6.63 0.06 1.29 0.0992 *
男性ﾀﾞﾐｰ 5.46 0.09 2.16 0.0158 **
R 0.1443
R 2^ 0.0208
















































































































MEDICAL = Cme - Cme（円/人･日） ･･････････････（1）
・Cme：MM 実施後の徒歩時間に対応する医療費（円/人･日）
・Cme  ：MM 実施前の徒歩時間に対応する医療費（円/人･日）
 ここで，「徒歩時間に対応する医療費（円/人･日）」は，「1 日歩行時間と医療費 34）」を用
いて，各個人の「月平均徒歩時間（分）」の値から，一人あたり一ヶ月あたりの医療費を求
めた（表 4-7）．その値より，表 4-6 と同様に，記事について「読んでいない人」，「何とな
く覚えている」人，「よく覚えている」人のみを対象に重回帰分析を行い，男女差の影響を
排除した上での医療費の差を試算した．
表 4-7 1 日歩行時間と医療費
１日歩行時間 1時間以上 30分～1時間 30分以下 1時間以上 30分～1時間 30分以下
1人当たり1ヶ月当













交通事故発生件数（件/年）36） 」より試算した 4,337（円/件）を用いた（表 4-8）．また，
「対象地域における交通事故遭遇確率」は，「対象地域における交通事故発生件数（件/日）






















ΔCO2C = CCO2 × βcar × ΔTcar（円/人･日） ･･････････（3）
・CCO2 ：CO2 1g あたりの費用（円/g-CO2）
・βcar ：クルマの CO2 排出量原単位（g-CO2/分）
・ΔTcar ：クルマ利用時間の変化量（分 /人･日）
ΔCO2BPT = CCO2×（γpub × ΔTpub + γbike × ΔTbike）（円 /人･日）････（4）
・CCO2 ：CO2 1g あたりの費用（円/g-CO2）
・γpub ：公共交通の CO2 排出量原単位（g-CO2/回）
・γbike ：バイクの CO2 排出量原単位（g-CO2/回）
・ΔTpub ：公共交通利用回数の変化量（回/人･日）
・ΔTbike  ：バイク利用回数の変化量（回 /人･日）
 ここで，「CO2 1g あたりの費用」については，2007 年に報告された取引の平均価格であ
る 1,212×10－6（円/g-CO2）を用いた 39） ．また，「クルマの CO2 排出量原単位」，「公共
交通の CO2 排出量原単位」，「バイクの CO2 排出量原単位」については，それぞれ 94（g-CO2/
分），920（g-CO2/回），380（g-CO2/回）を用いた 4） ．その結果，CO2 排出量については，
表 4-10 より，「何となく覚えている」人のみで，約 0.25（kg-CO2/人・日），約 91（kg- CO2/
人・年），「よく覚えている」人のみで，約 0.76（kg- CO2/人・日），約 277（kg- CO2/人・年）
となった．そして，リビング京都の配布地域に拡大すると，「何となく覚えている」人のみ
で，約 12.5（t- CO2/日），約 4,600（t-CO2/年），「よく覚えている」人のみで，約 11.5（t- CO2/
日），約 4,200（t- CO2/年）となり，合計では，約 24.0（t- CO2/日），約 8,700（t- CO2/年）
となった．なお，CO2 排出量についても，便益と同様に，表-3 にて係数の有意確率が 10%
でなかったものを除いた場合，
表 4-11 より，配布地域全体において，「何となく覚えている」人のみで，約-0.72（t- CO2/
日），約-262（t- CO2/年），「よく覚えている」人のみで，約 11.5（t- CO2/日），約 4,200（t- CO2/
年）となり，合計で，約 10.8（t- CO2/日），約 3,900（t- CO2/年）となった．なお，年間の
CO2 排出量は 365 日として算出した．
68 
表 4-10 CO2 削減量の算出































































































ＣＯ２削減量（合計） -0.72 11.47 10.76-262 4,188 3,926
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短縮することによる便益を意味する．試算手順は以下の通りである．
 まず，現況 OD 表を用いて交通量配分を行い，「MM 実施前」の総走行時間費用を算出す
る．次に，対象地域に含まれる全ゾーンを起点，終点とする乗用車，小型貨物，普通貨物
の自家用車 OD 交通量 S_O （= 1,681,609（回/日）），S_D （= 1,683,818（回/日））を算出す





月）となった．これを 1 ヶ月 30 日として 1 日の自動車トリップ削減数を算出した結果，5,177
（回/日）となった．















ΔFARE = Cpub × ΔTpub（円/人･日） ･････････････････（5）
= （Ctra × tra × Tpub） + （Cbus × （1 - tra） × Tpub）
・Ctra  ：鉄道の 1 回あたり平均運賃（円/回）





これについては「普通券利用時の 1 回あたり平均運賃（円/回）×β＋定期券利用時の 1 回
あたり平均運賃（円/回）20） ×（1－β）」で算出した 281（円/回）を用いた．なお，β
とは普通券の利用率であり，β = 0.399 とした 41） ．また，「バスの 1 回あたり平均運賃」
については，京都市交通局が運営する市バスの「普通・大人」の場合の運賃である 220（円
/回）を用いた．また，「対象地域の公共交通利用における鉄道の利用割合」は，0.77 とし
た 37） （表 4-12）．





記事掲載費，人件費，研究費であり，合計で約 3,350 万円であった（表 4-13）．














表 4-14 プロジェクト実施による各便益および CO2 削減量













結果，CO2 削減量が約 8 千 7 百トン，有意確率が 10%でなかったものを除いた場合，約 3
千 9 百トン，費用対効果は約 26.8 という大きな効果を示す結果が得られた．この結果は，































































（注１） 本章で試算したプロジェクト効果に，過去に同地域で取り組まれた MM の効果が影響を
及ぼしている可能性は否定できないものの，表  4-2 に示した無作為抽出によるサンプリング

















 一方，日常の交通問題の解決策としては，第 2 章で述べたように全国各地で住民，職場，
学校を対象とした MM の取組が進められ，その効果が実証されているものの，観光客を対
象とした MM については，一部取組がなされているものの 45），実務的に展開していくため
の知見が充分とは言いがたい．





 本章は上記の調査結果に基づき，観光地における MM による CO2 排出削減量等の効果
推計結果を報告するとともに，その結果を踏まえた上で，今後の観光地における MM の展
開に向けた提案，ならびに，課題を整理することを目的とする．
本章の構成としては，まず 5.2 においては，観光 MM の概要ならびに効果検証調査の概
要について述べる．ついで 5.3 では，観光 MM による効果検証結果について整理する．5.7
では，以上の得られた知見をまとめる．
5.2. 観光 MM の実施概要










表 5-1 観光 MM 施策の概要
5.2.1. 出発地対策：全域に働きかける観光 MM 
（1） ラジオを活用した MM（KBS ラジオ MM）
 放送エリア人口 1,961 万人を有する民間のラジオ放送局（KBS 京都ラジオ）と連携して，
毎週月～金曜日午前 6時半～午前 10時に放送されている「笑福亭晃瓶のほっかほかラジオ」




































































表 5-2 KBS ラジオ MM における情報提供





表 5-3 リビング MM における情報提供
番組名 「笑福亭晃瓶のほっかほかラジオ」 
コーナータイトル 「歩きまへんか，京のまち．    ～クルマで京都が見えますか？～」 
放送時間 毎週金曜日午前8時～7分程度 
聴き手 笑福亭晃瓶・中村薫 
出演 京都大学大学院教授 藤井聡 
第1回 「データで見る“クルマで来ても大渋滞”」 
























下段 電車・バスのお得情報，行政，学識経験者メッセージ，KBS京都ラジオでの取組紹介，パークアンドライド情報 等 
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図 5-1 「リビング Q 高槻・茨木」12 面
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（3） 効果推計調査の概要
 以上 2 つの観光 MM 施策の効果測定を目的として，上記のリビング新聞 MM の記事掲載
から約 2，3 週間後に記事を読んだことによる意識や行動の変化を推計するために，配布エ
リアの一部地域である高槻駅・茨木駅周辺を対象に，調査員（男性 3 名，女性 2 名）によ
る訪問ヒアリング調査を実施した．なお，回答率向上のために，事前に訪問を告知するハ
ガキを投函した．また，この訪問調査において，前述の KBS ラジオ MM の効果推計に用
いる調査を併せて実施することとした（図  5-2）．
図 5-2 高槻・茨木駅周辺における 訪問ヒアリング調査票
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5.2.2. 到着地対策：観光地への来訪客に直接働きかける観光 MM 
（1） 宿泊施設における MM（宿泊 MM）









ると損をする，3 つの理由」として，「理由 1．大渋滞」，「理由 2．行ける場所が少ない」，
「理由 3．楽しくない」というマイカー観光によるデメリットをグラフや写真とともに掲
載した．なお，ツールの配布方法は宿泊施設によって異なり，「フロント手渡しのみ」が 3
箇所，「客室置きのみ」が 3 箇所，「フロント置きのみ」が 1 箇所，「コンシェルジュによる
手渡し」が 1 箇所，残り 9 箇所はそれらの組み合わせであった．回収は郵送（フロント経
由の郵送も含む）とした．
（2） 駐車場における MM（駐車場 MM）














 以上に述べた調査結果に基づき，表 5-4 に示す評価指標を用いて，今回調査による効果
及び対象を拡大した場合の効果の推計を行った．拡大時の設定は表 5-5に示す通りである．
なお，KBS ラジオ MM については，調査対象は高槻・茨木駅周辺に限定して実施したもの
であるが，番組は放送エリア全域に配信されていることから，今回調査による効果が放送
エリア全体の効果と見なすことができるため，拡大時の設定を行っていない．各調査にお
ける配布数，回収数，回答率を表  5-6 に示す．
82 
表 5-4 施策実施効果の評価指標
評価指標 評価の観点 評価内容 
自動車からの転換者数 施策実施による 対象者の行動変容 
対象地域全体の自動車から
の転換者数 





















































 各事業による自動車からの転換者数の算出式を表  5-7 に示す．各指標の算出方法は以下
のとおりである．
5.4.1. KBS ラジオ MM 
 まず，KBS ラジオ MM の「平休別自動車トリップ数」は，平成 12 年京阪神都市圏パー
ソントリップ調査に基づく平休別の対象エリア発京都市着自由目的の自動車トリップ数を






放送エリアと京都市間の距離に応じてに表  5-8 示す 3 つのエリアに区分し，調査から得ら
れた聴取率を放送エリア（1）とし，この値を基準に放送エリア（2）を 3.5%，放送エリア
（3）を 1.8%と設定することとした．
5.4.2. リビング新聞 MM 










5.4.3. 宿泊 MM 
 宿泊 MM における「出発地別京都宿泊回数」は，既往調査 46）における「京都への来訪
回数」から「日帰り客」を除く出発地別の「京都への来訪回数」を各選択肢の回答割合で
加重平均して算出した 0.86 回／年を用いた．なお，奈良への宿泊回数は同様のデータが得
られなかったため，この値を適用した．「ツール配布数」とは，表  5-7 に示す「配布数」
を指す．「ツール配布率」とは，各宿泊施設の回答結果に基づくツール配布数に占める宿泊
客への配布率であり，京都宿泊 MM は 88.0%，奈良宿泊 MM は 85.0%であった．「自動車
分担率」は各アンケート調査結果に基づくものであり，京都宿泊 MM は 18.4%，奈良宿泊
MM は 22.7%であった．
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5.4.4. 駐車場 MM 
 駐車場 MM における「出発地別京都来訪回数」は，文献 44 における京都への来訪回数」
を各選択肢の回答割合で加重平均して算出した 0.87 回／年を用いた．「ツール配布率」と
は，調査員からの駐車場利用者への配布率であり，100%であった．
なお，年間値への変換は，平休別の自動車トリップ数を用いている KBS ラジオ MM 及び


































表 5-8  KBS ラジオ MM における放送エリア区分
放送エリア（1） 京都市，大阪府北河内・三島郡 
放送エリア（2） 滋賀県，京都府下，放送エリア（1）以外の大阪府， 兵庫県，奈良県 
放送エリア（3） 福井県，岐阜県，和歌山県，三重県，徳島県 
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訪れている者であるのに対して，「リビング新聞 MM」及び「KBS ラジオ MM」の対象者
については，一年間に実際に京都へ訪れる確率を考慮する必要がある．本研究では，この
確率を 6 割と設定し，「宿泊 MM」及び「駐車場 MM」の「自由目的自動車トリップ削減実
行率」に一年間に実際に京都へ訪れる確率 6 割を乗じた値を「リビング新聞 MM」及び「KBS
ラジオ MM 放送エリア（1）」の「自由目的自動車トリップ削減実行率」と定義した（表 6- 
10）．ここで，「KBS ラジオ MM」については，居住地と京都市間の距離が遠い程，クルマ
以外へ移動手段への“転換コスト”が高いことを考慮し，放送エリア（1）を基準として，








10 万人，拡大時では約 15 万人と見込まれた（表 5-12）．


















KBS ラジオ MM 
放送エリア（1）
KBS ラジオ MM 
放送エリア（2）
KBS ラジオ MM 
放送エリア（3）
回答者 非回答者 回答者 非回答者 回答者 非回答者
とても強く
そう思う 36.0% 18.0% 27.0% 13.5% 18.0% 9.0%
そう思う 18.0% 9.0% 13.5% 6.8% 9.0% 4.5%
少しなら，
そう思う 9.0% 4.5% 6.8% 3.4% 4.5% 2.3%
全然，そう
思わない 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
表 5-11 事業別自由目的自動車トリップ平均削減率






リビング新聞 MM 14.0% 7.0%
京都宿泊 MM 【マップとるるぶ配布】 31.6% 15.8%
京都宿泊 MM 【マップのみ配布】 31.5% 15.7%
奈良宿泊 MM 29.8% 14.9%












今回調査 123.71 478.71 85,980.55
拡大時 123.71 478.71 85,980.55
リビング新聞 MM
今回調査 9.75 27.30 5,577.82






















査及び拡大時の CO2排出量を図 5-7 に示す．事業全体の効果としては，今回調査で年間約
1 千トン，拡大時で約 2 千トンと試算された．事業別の一人当たり年間 CO2排出削減量を
図 5-8 に示す．
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図 5-7 事業別 CO2排出削減量の比較
















































KBS ラジオ MM リビング新聞 MM 京都宿泊 MM 奈良宿泊 M 駐  
人口１人当たりの削減量   自動車利用の宿泊者１人当たりの削減量     駐車場利用者  
                                             １人当たりの削減量  
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表 5-13 交通事項損失減少便益の算出に用いたデータ 1 







KBS ラジオ MM 今回・拡大 放送エリア 202,613 163,354
リビング新聞 MM
今回 大阪府 64,488 53,769
拡大 滋賀県，大阪府，兵庫県 121,774 99,935
宿泊 MM 
駐車場 MM 今回・拡大 全国
950,659 766,147
表 5-14 交通事項損失減少便益の算出に用いたデータ 2 





KBS ラジオ MM 今回・拡大 放送エリア  21.64 26,498,798
リビング新聞 MM
今回 大阪府  18.93 8,817,166
拡大 滋賀県，大阪府，兵庫県 23.49 15,788,128
宿泊 MM 
駐車場 MM 今回・拡大 全国  21.64 127,768,000
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表 5-15 移動費用の変化便益の算出に用いたデータ
事業項目 設定 対象地域 平均旅行速度（km／h）
ガソリン価格
（円／L）
KBS ラジオ MM 今回・拡大 近畿圏 29.1 107.9
リビング新聞 MM













駐車場 MM 今回・拡大 近畿圏 29.1
 以上の指標に基づき算出した各事業の今回調査及び拡大時における便益，費用及び費用










今回調査 5,108 53 97.3
拡大時 5,108 53 97.3
リビング新聞 MM
今回調査 354 134 2.6







【マップとるるぶ配布】 169 100 1.7
今回調査
【マップのみ配布】 90 74 1.2
拡大時
【マップのみ配布】 2,390 504 4.7
拡大時  2,114 420 5.0
奈良宿泊 MM 
今回調査 52 17 3.1
拡大時 599 193 3.1
駐車場 MM 
今回調査 994 348 2.9
拡大時 1,571 462 3.4
5.6.1. 考察
 以下に本研究で検討した 3 つの評価指標に基づき，各事業の効果をまとめる．自動車か
らの転換者数は今回調査では年間約 10 万人，拡大時では約 15 万人と見込まれた．また，
今回の調査結果による CO2排出削減量を比較すると，駐車場 MM と KBS ラジオ MM の効
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果が高い．この理由として，駐車場 MM は自動車利用者に直接アプローチするため駐車場
利用者 1 人当たりの効果が高いこと，KBS ラジオ MM は情報到達率が高かったことが挙げ
られる．一方で，1 人当たりの年間 CO2排出削減量を比較すると，宿泊 MM の効果が高い． 
このため，配布対象を拡大した場合には，他の事業と遜色ない効果が期待できる．費用対
効果については，いずれも費用を上回る便益が確認できた．全域に働きかける観光 MM に
ついては，とりわけ KBS 京都ラジオの費用対効果が 97.3 と突出して高かった．これは，
比較的少ない費用で，多くのリスナーに情報提供が可能なラジオの特性によるものと言え
る．


















 一方，リビング新聞 MM については，広範な出発地から観光地へ集中するクルマの量に
比べて，記事を掲載したエリアから観光地へのトリップ生成量が限定されてしまうことか

















































の “公的な意見”と“ニーズ”を把握することを目的として，京都市民 14,700 名を対象
としてコミュニケーション・アンケートを実施した．さらに，コミュニケーション・アン
ケートの効果を検証することを目的として，コミュニケーション・アンケート協力者 2，




































































































































































































































 まず，回答者の個人属性を見ると，性別では男性:女性は 4:6 という比率であった（表 6-2）．











































































































































































































































































































































































 まず，回答者の個人属性を見ると，性別では男女比はほぼ半々であった（図  6-12）．回




配布数 2,543 件  500 件
回収数 1,799 件  185 件











































































と比較して，「とても強くそう思う」と回答した割合が約 1 割高く，4 段階指標（「とても
強くそう思う」の「1」から「全く，そう思わない」の「4」まで）の平均値はそれぞれ，
1.98，2.27 であった（表  6-5）．次に，「「まちなか以外」よりも「まちなか」に出かける方
が望ましいと思うか」については，コミュニケーション群は非コミュニケーション群と比















度数 (%) 度数 (%)
とても，強くそう思う 25 (15.2) 434 (24.2)
そう思う 82 (49.7) 964 (53.8)
少しなら，そう思う 44 (26.7) 294 (16.4)
全く，そう思わない 13 (7.9) 54 (3.0)
未記入 1 (0.6) 44 (2.5)


























度数 (%) 度数 (%)
とても，強くそう思う 6 (3.6) 100 (5.6)
そう思う 55 (33.3) 606 (33.8)
少しなら，そう思う 60 (36.4) 664 (37.1)
全く，そう思わない 41 (24.8) 380 (21.2)
未記入 3 (1.8) 42 (2.3)




























度数 (%) 度数 (%)
公共交通 126 (76.36) 1416 (79.02)
徒歩 15 (9.09) 166 (9.26)
自転車 13 (7.88) 108 (6.03)
クルマ 5 (3.03) 28 (1.56)
未記入 6 (3.64) 74 (4.13)



















度数 (%) 度数 (%)
公共交通 18 (10.9) 204 (11.4)
徒歩 38 (23.0) 527 (29.4)
自転車 45 (27.3) 439 (24.5)
クルマ 27 (16.4) 249 (13.9)
未記入 37 (22.4) 373 (20.8)






























数の平均値を比較すると，公共交通を使った来訪回数は，それぞれ 3.23 回，2.74 回であり，
コミュニケーション群の方が 0.49 回（17.9%）多いことが示され，自転車を使った来訪回
数は，1.19 回，0.50 回であり，コミュニケーション群の方が 0.69 回（137.7%）多いことが
示された．一方，クルマを使った来訪回数は，それぞれ 1.15 回，2.22 回であり，コミュニ
ケーション群の方が 1.07 回（-48.3%）少ないことが示された．ただし，徒歩での来訪回数
は，それぞれ 0.95 回，1.21 回であり，コミュニケーション群の方が 0.26 回（-21.4%）少な
いことが示された．以上に述べた平均値の差を t 検定により検定した結果，クルマを使っ






N M SD N M SD t p
1,679 5.62 7.78 148 5.24 7.72 0.562 0.574
N M SD N M SD t p
「公共交通」での来訪頻度 1,566 3.23 5.22 138 2.74 5.33 1.07 0.286
「クルマだけ」での来訪頻度 1,566 1.15 3.44 138 2.22 6.44 -3.19** 0.001
「バイクだけ」での来訪頻度 1,566 0.27 1.89 138 0.06 0.36 1.31 0.189
「自転車だけ」での来訪頻度 1,566 1.19 4.89 138 0.5 1.61 1.65 0.100
「徒歩だけ」での来訪頻度 1,566 0.95 3.73 138 1.21 4.63 -0.77 0.400
























































がなされてこなかった下記 4 点について，京都都市圏において実施された MM の実務事例
に基づき，実証的検証を試みたものである．
① 職場 MM における「面談形式」の通勤手段変容プログラムの有効性
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